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第２回 愛媛県総合教育会議議事録 

 

１ 開会の日時及び場所 

   平成28年２月９日（火）午後３時10分 

   愛媛県庁 第１別館10階 教育委員室 

２ 出席者 

   愛媛県知事 中村時広 

   教育委員会 教育長 井上 正  委員 関 啓三  委員 堺 雅子 

         委員 脇斗志也  委員 攝津眞澄  委員 丹下敬治 

３ 会議の概要 

 (1) 開 会（午後３時10分） 

 （事務局 副教育長） ただいまから、第２回愛媛県総合教育会議を開会

いたします。 

   開会に当たり、知事から御挨拶をお願いいたします。 

 （中村知事） 本日は、第２回になりますけども、愛媛県総合教育会議に

お集まりをいただきましてありがとうございます。総合教育会議は、教

育委員会制度会改革の一環として、知事と教育委員会が、教育の課題や

あるべき姿を共有して、連携を一層強化しながら教育行政の推進を図る

ことを目的に設置されたもので、前回の会議では、本県の教育振興に関

する大綱について協議をいただきました。そして新たに策定をしたとこ

ろでございます。 

   この大綱は、本県の教育振興に関する総合的な施策について、目標や

根本方針を県民の皆様にお示しするものでありまして、「愛顔でつなぐ

学びの未来」との副題に込めた、「学校・家庭・地域が愛顔でつながり、

一体となって、社会総がかりで子どもたちの教育を支え、次代につない

でいき、子どもたちの明るい未来を拓いていく」との思いを評価いただ

いているところでございます。 

   本日は、限られた時間ではありますが、本県教育の重点施策について、

教育委員の皆さんと議論を交わしながら問題意識を共有し、活力ある愛

媛県を創生していきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 （事務局 副教育長） ありがとうございました。続きまして、井上教育

長から御挨拶をお願いします。 

 （井上教育長） 教育委員会を代表いたしまして、一言御挨拶を申し上げ

ます。 

   県教育委員会では、先ほど知事の方からお話がありましたように、

「教育振興に関する大綱」を踏まえまして、平成27年度の「教育基本方

針・重点施策」を定めまして、本県教育行政の効果的な推進に努めてお

ります。 

   総合教育会議は、教育をめぐる諸課題につきまして知事と教育委員会
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が方向性を共有しまして、一致をして本県教育行政を着実に推進してい

くための貴重な機会でございます。５名の教育委員と共に、知事との間

で、忌憚のない議論をさせていただきたいと思いますので、どうかよろ

しくお願いいたします。 

 （事務局 副教育長） ありがとうございました。 

   当会議の議長につきましては、運営要綱により知事が議長となってお

りますので、中村知事、よろしくお願いします。 

 (2) 議 事 

  議題審議 

 ○議題１ 教育振興に関する重点施策の推進について 

 （中村知事） それでは、会議を進めてまいります。 

   本日は、「教育振興に関する重点施策の推進について」を議題として

います。 

   まず、教育振興に関する大綱の振興方針に沿った本年度の取組状況に

ついて、事務局から説明願います。 

 （事務局 教育総務課長） それでは、教育振興に関する重点施策につき

まして、説明をいたします。 

   お手元にございます「愛媛県教育振興に関する大綱」パンフレットを

御覧ください。この大綱には、６本の振興方針がございます。この方針

ごとに27年度に教育委員会が重点的に取り組んでいる施策等について紹

介させていただきたいと思います。 

   まず、振興方針１「学校・家庭・地域が連携した教育の推進」に関し

ましては、学校・家庭・地域の連携強化を図り、社会総がかりで取り組

む教育の推進を図っております、11月１日の「えひめ教育の日」、11月

の「えひめ教育月間」には、市町教育委員会、愛媛県教育会等、教育団

体等の協力を得て教育に対する意識・関心を高めるため、推進フェステ

ィバルなど様々な普及・啓発活動を実施しております。 

   また、児童生徒の就学環境や就学機会の充実を図るため、家庭の経済

的負担を軽減する取組を行っており、今年度は特に、国による貸切バス

の新たな料金制度導入に伴い、修学旅行バス料金の増額の影響を受ける

保護者の負担軽減を図るための補助等を行っております。 

   次に、振興方針２の「安全・安心な教育環境の整備」に関しましては、

学校の耐震化の促進、防災教育の推進を図り、子どもたちの安全・安心

の確保に努めています。県立学校の耐震化については、特別支援学校は

本年度末、高等学校は29年度末の耐震化の完了を見込んでおりまして、

また、今年度は特に、教職員による防災士資格の取得、県立高校におけ

る自転車ヘルメットの着用推進等に取り組んでおります。 

   次に、振興方針３の「未来を拓く子どもたちの育成」に関しましては、

児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導を行うとともに、高度情報

化やグローバル化など社会の変化に対応した教育の充実を図り、産業教



3 

 

育や確かな学力を育てる教育を推進しております。また、様々な体験活

動の推進、道徳教育や環境教育、キャリア教育の充実を図るとともに、

児童生徒の健康と体力の向上に取り組みながら、豊かな心や健やかな体

を育てる教育を推進しております。特に今年度からは、国際大会で活躍

する日本代表選手を目指す「えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業」

等に取り組んでおります。 

   次に、振興方針４「特別支援教育の充実」に関しましては、障害のあ

る子ども一人ひとりの障害の状態や発達段階等に応じた指導や支援の充

実を図るとともに、早期の段階からのキャリア教育を推進し、自立と社

会参加を促進しております。今年度、東予地域と南予地域に開設をいた

しました肢体不自由特別支援学校２校におきましては、地元総合病院と

の連携体制を整えるとともに、近隣の学校との交流や地域との交流を積

極的に行っており、保護者からは、地元で専門的な教育を受けられるこ

とを評価する声や感謝の声が多く寄せられております。 

   次に、振興方針５「人権・同和教育の推進と児童生徒の健全育成」に

関しましては、同和問題をはじめ、北朝鮮の拉致問題など、あらゆる差

別や、偏見を解消するための人権・同和教育を推進するとともに、小・

中・高等学校においては、いじめや不登校等の生徒指導上の課題の速や

かな解決と防止を図るため、外部専門家の参画による相談活動や学校を

支援する体制の充実を図るなど、児童生徒の健全育成の取組を行ってお

ります。 

   いじめ防止に関しましては、今年度から、県内全市町において児童生

徒が主体となって実施をいたしました、いじめ防止対策の会議の成果を

持ち寄り、「いじめSTOP愛顔の子どもフォーラム」を開催し、情報交換

を行うなど、いじめの未然防止対策を県全体で共有する取組を行ってお

ります。 

   最後に、振興方針６「生涯学習の推進と文化・スポーツの振興」に関

しましては、県生涯学習推進計画に基づき、県民が、生涯にわたり自立

的に学習活動に取り組み、その成果を社会に還元することにより、学び

の成果が社会全体に循環し、教育力が相乗的に高まる生涯学習社会 “学

び舎えひめ”の創造を目指して取り組んでおります。今年度で計画期間

の５年が満了することから、新たな計画策定にも取り組んでいるところ

でございます。また、貴重な文化財の保存・活用と美術館の充実整備等

を図っております。 

   以上が、今年度の主な取組状況でございます。 

 （中村知事） 早速、議論に入りたいと思います。 

   それではこの大綱に基づいて、いかに本県教育の充実を図っていくか、

もう自由討論でやりますので、どなたからでも結構ですので、御発言を

お願いします。いかがでしょうか。 

 （関教育委員） それでは私の方から、振興方針、特に１の、学校、家庭、
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地域が連携して取り組む推進という形で、この中でも特に地域を担う人

材の育成ということで、今回、スタートします造船コース、これの新設

を採り上げさせていただきたいと思います。特に、愛媛の地域活性化の

ためには、地域の雇用を支える産業の育成が必要だということで、その

ためには、地域産業を担う若者を育成することこそ、地域経済の発展に

必要不可欠であると考えております。本県では、日本が誇る造船王国と

言われる地場産業、これを更に発展させていくために次代を担う人材の

育成ということが必要なことから、それを目指して今治工業高校におい

て、今回造船コースを４月からの新設に向けて補正予算を計上して着々

と準備が進められておりますが、このことには大変期待をしております

し、この成果を是非将来に結び付けていかなければならないと思ってお

ります。特に地場産業を継承して発展させるためには、それを支える若

者の育成、それと地元への定着と、地元で学び地元へ就職をするという

ことが図られてこそ地方創生へ繋がると考えておりますので、このこと

と併せて、同校におけるこの取組、それの今後の成果というものが他の

学校へも波及をして他の地域産業の発展に繋がる展開というものを今後

進展していかなければいけないだろうと考えております。そういうこと

で、今後、是非今回の今治工業高校の造船コースの成功というものを目

指すということと同時に、次の、他の地場の産業の育成、これへの取組

の展開を是非積極的に展開していただきたいと思いますので、その点を

よろしくお願いできたらと思います。 

 （中村知事） はい、いかがでしょうか。じゃあ僕の方から、造船の方は、

なんでこういうことをやりたかったかというと、ほとんど今造船は長崎

と高知の造船科から人材が集まってきているという現状にあって、造船

の県なのになぜ他県で育成をした子たちが中心となっているのかという

人の流れに疑問を感じたというのがそもそもの出発点だったんですけど

も、教育委員会の方で非常に早い対応をしていただくことになりました

ので、来年度予算の中で、早速、学校の設備の予算を提案することにな

っています。造船各社も協力したいと言っていますので、その民間の力

も十分に活用しながら、とりわけ先生方、教える側も、最新の造船業界

における動向を常に吸収するという点が必要だと思いますし、現場にも

どんどん出て行っていただくことも必要になると思いますので、成功に

導くためには今申し上げたような形を当初の段階から採って上手く離陸

できればと思っております。それから他の業種ということについて言え

ば、実はこの前新居浜の産業界の皆さんと東京でずっと一緒だったんで

すが、新居浜市では、地元の金属加工であるとか鉄鋼関係の皆さんの協

力を仰ぎながら地元の地場産業が必要とする人材育成のメニューという

のを考えてプログラムを作っているんですが、ちょっと心配なのは、２

年前は卒業生26人が地元に就職したんですけど、今年は６人なんですよ。

なぜかって言うと、去年採用状況が良かったんで、大手に全部取られた
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んですよ。大阪とか東京に。そのミスマッチングが起こっているので、

やっぱり子どもの頃から地元の中小企業にどれだけの会社があるかって

いう体験を通じた存在を知る機会を提供しなければ、もう選択肢として

ぱっと向こうに食いついてしまうということになりかねないので、是非

これは先生方も含めて、地場産業の現状というものに触れる機会を先生

も生徒もより一層早い段階から体感させることが重要なんじゃないかな

と思っております。 

 （関委員） インターンシップとか。 

 （中村知事） そうですね。それは本当に大事だと思っています。 

   どなたか何かありますか。 

 （堺教育委員） 私、仕事の関係で今朝、ハローワークで行われておりま

す障害のある方たちの合同面接会に行ってきまして、特別支援教育とい

うものにちょっと興味関心がありますので、思っていることを述べさせ

ていただいたらと思うんですが、今年度新たに肢体不自由の特別支援学

校が２校、南予と東予に開設されまして、昨年の12月に新居浜の特別支

援学校の川西分校を視察させていただきました。とても明るい雰囲気の

中で、子どもたちが一人ひとりの自分の障害の状態ですとか発達の段階

に応じた専門的教育を受ける様子を見まして、それからまた、隣に新居

浜西高校がございますので、そこの生徒と交流をしているということも

伺いまして、いいことだなと思いました。これがインクルーシブ教育に

も繋がることではないかなと思いました。ただ、肢体不自由だけではな

くて、障害のある子どもたちが、住み慣れた場所で、そして安心して学

んでそれから持てる力を発揮できる学習環境を整えていただいたという

ことに対して、非常に感謝をいたしております。ただ、特別支援学校等

で学ぶ子どもたちが地域で働くとなると、働いたり暮らしたりしていく

ためには、やはり学校でのキャリア教育というのが非常に必要になって

くるんですけれども、その卒業後の支援といいますか、就労支援といい

ますか、そういうことの強化を図っていくことがますます重要ではない

かなと思っております。障害がある人たちっていうのは、我々が思って

いる以上にいろんなことができるんですね。ですから、そういう能力を

伸ばしていただくことや、今、教育委員会の方では技能検定を実施して

おりますけれども、ああいう場も必要ですし、それから知事部局とも連

携していただいて、もっともっと企業等でこういう生かし方があるとい

うことも啓発や開拓などしていただいたら就労の場も広がるんではない

かなと思っておりますので、是非ともお願いします。 

 （中村知事） はい、この件について何かありますか。ちょっとさっきの

雇用の件でもう一つ考えてほしいなというのが、今日先ほど予算の審議

をやっているときにも現場の方から考えている事業として議論していた

んですが、一次産業ですよね。農業、林業、漁業は、今の高校生の就職

の選択肢から外れているんですよ。全員というわけではないですよ、大
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雑把に言って。要は儲からない、大変そうだ、将来性はどうなのかとい

うイメージが定着している。でも現場は全然そうじゃないんですよね。

脇さんも御存じだと思うんですが。やり方によっては業として十分成り

立つ業態なんですよ。特に愛媛県は技術研究所もそれぞれの分野で持っ

ていますから。優に高収入を得ている一次産業従事者はたくさんいるん

で。ところが一次産業の皆さんっていうのは、収益上げているときに儲

かっていますとは決して言わないんですよ。厳しいですっていうのはど

んどん言うんですけど。イメージが定着しちゃっているので、今、農業

関係者の間にも、収益上げてる人はどんどん発言してくれと、夢のある

産業なんだと、成り立つ産業なんだっていうアプローチを若い人たちに

してもらわないと、後継者不足だっていうのもそれは皆さんが厳しい厳

しいって言うから来なくなったのであって、そこはしっかりやっている

ことは情報発信しようってことで、そういう方々をまとめたデータベー

スを今作っているんですね。更にそれから体験学習とかもどんどん増や

していって、地域によっては一次産業に夢を持ってもらえるような現場

体験をどんどんやったらどうかなと思います。林業にしろ、水産業にし

ろ、一般農業にしろですね。是非その点はお願いしたいと思います。 

   それから、障害者の雇用なんですが、今、全体的に法定雇用義務のあ

る大手企業にはしっかりとその指導を行っているところですし、それか

ら今強めているのは、中小企業の受け入れの拡大についてアプローチを

強めているというような方向性は、明確に知事部局でも打ち出している

ところでございます。それと教育委員会がやっている技能検定は非常に

いいなと思っていますし、特に去年までやっていた技能検定から更にバ

ージョンアップを図ろうと考えられていると聞いていますので、どうす

れば民間の企業の就職に繋がるような技能検定になるのかっていうこと

を常に考えて、去年と同じことをやるっていうのは意味ないですから、

世の中どんどん動いていますので、そういう観点でこの技能検定を育て

ていってほしいなと思います。 

   はい、他にいかがでしょうか。どうぞ、もう自由です。 

 （丹下教育委員） 定例教育委員会でも話がありましたので、追加という

ことで。知事さんから地場産業に雇用させるとか、一次産業の話があり

ましたけども、高等学校の就職につきましては、高校卒業後３年以内の

離職率が、全国平均より高いということがございます。もう一つは、大

学等への進学者が、県内企業に就職を希望して、地域で活躍できるよう

な環境や対策をする必要があるのかなと思っております。高等学校では

先ほど出ましたようにインターンシップに取り組んでおりますけども、

これは専門学科、職業学科を中心に、普通科での就職の多い学校につい

ては若干やっているかと思うのですが、そういう中で学校としては接遇

マナーとか、仕事の厳しさとか、やりがいとか、誇りとかそういったも

のを教えてはおります。前回この会議で知事さんの方から一次産業、そ
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れからスゴ技、伝統工芸それからベンチャー企業のデータベースがある

よということで、高等学校を中心にデータベースについて活用をさせて

いただいておるんですが、もっと工夫する必要あるのかな、例えば保護

者向けの対応とか、あるいはこれが一番大事というか課題となっている

のが高校の進学者、普通科の進学をする生徒にそういう情報を教えて、

将来はやがて愛媛に帰って活躍してほしいというようなことも考えてい

く必要があるのかと思っています。企業の方に学校に来ていただいて、

仕事の内容等についてお話をしていただく機会もあるんですが、もっと

もっと来ていただいて、求める人材であるとか、仕事のやりがいそうい

ったこと、また、データベースの情報提供等していただければ、夢や希

望を持って活躍できる生徒が育っていくのではないかなと、普通科の進

学者コースの方がインターンシップは大変難しいんで、せめて企業の方

にどんどん来ていただいて、まずは学校も企業業者等に働きかける必要

がありますけどもそういうことができたらなと思っております。 

 （中村知事） 特に、データベースっていうのは、どちらかというと教育

のために作ったのではなくて営業活動のために作っていますから、それ

を活用してどう教育現場で生かすかっていうのは、先生方の工夫の問題

だと思うんですよね。あれだけのデータがあるっていうこと自体が非常

にいい副教材を作る材料にもなっていると思うので、特にスゴ技の場合

は工業科、工業高校ですよね、先生方で、あれをどう活用するかってい

うのは、一回議論されたらどうかなと思いますし、農業関係だったらス

ゴ味データベースに様々な情報が入っていますので、あれはあくまでも

営業用のツールなんだけれども参考にして、学校現場でどう生かすかっ

ていう議論はたぶんまだやってないと思うんですよね。そういうのをや

ってみたらどうかなと思います。 

 （井上教育長） スゴ技データベースの企業に関しては、一応３年間、各

教員がずっと回っていっております。今、110社ぐらい回っているんで

すけども、それで教員が、スゴ技だけでなく、新たな企業の開拓のもの

を一覧表にして、そういうのを保護者の方にも示しながらやるような形

にはしておりまして、26年度はスゴ技企業38社に143人が就職しており

まして、これは25年度から比べると37人増えております。 

 （中村知事） ちゃんと活用されているんだ。 

 （井上教育長） それはもう活用されていますね。これからもどんどんや

っていきたいと思っております。 

 （中村知事） うれしいですね。 

 （事務局 義務教育課長） スゴ技データベースは、教員の研修にも活用

しておりまして、５年研修では１時間、10年研修の教職員では５時間活

用しておりますので。それから、中高生向けに知事が以前にこういう活

用はないのかという御指摘がありまして、経済労働部の雇用対策室の方

でお力添えをいただきまして、中高生向けに「未来がきらりスゴ技ブッ
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ク」というのを作っていただきまして、これを基に全中学校、全高等学

校に各１冊を配布しまして、現在中学校では約５時間、このブックを使

って指導しております。以上です。 

 （脇教育委員） 今、知事の方から農業の話が出たので、どうしても私の

方から。知事が言われるとおり、うちも息子が後を継いでくれておりま

して積極的にやってはおるんですけども、友達等で本当に私らと全く考

え方が違う、私の年代は子どものときは３ちゃん農業と言いまして、じ

いちゃん、ばあちゃん、かあちゃんが農業をして、お父さんは働きに出

るというような形だったんですが、今の若者というか、特に私たちの年

代はかえって地域の宝とか何とか言われてあんまり大事にされ過ぎて、

かえって今の若い人たち、私よりも少し下の人たちの方がしっかりして、

地に自分の足で立って農業やっておられる方が本当に多いなと、私も

常々感心しております。こういった後継者が愛媛でどんどん育つように、

教育の面からもサポートしていけたらと私も思います。 

   あと、来年に向けての、来年というのは国体のことですけども、今年

度から、えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業が実施されておりま

すけど、県民挙げて来年の国体の成功に頑張っていかないといけないで

すけど、当面、今、ジュニアアスリートいうのはあれなんですが、実際

やっぱり、さっきの東京のオリンピックに向けて、今、ジュニアをしっ

かりと育てていって、オリンピックの選考レースに勝ち残れる子どもた

ちを是非愛媛から多く出して、メダリストを１人でも出したいなという

のが夢ですので、よろしくお願いします。 

 （中村知事） 農業は、本当に３ちゃん農業のベースしかイメージされて

いないという、若者の感覚は多分そうだと思います。実は全然違ってい

て、確かにまだまだなところはたくさんあるんですが、例えばＩＴ化一

つとってみても、販売から金融・決済に至るＩＴ化は結構進んでいるん

ですが、生産から管理の段階というのは全く進んでいない、いわば、じ

いちゃん、ばあちゃんの経験でやっているんですよね。これくらいの天

候だから肥料はどうしようとか、これくらいの天候だから水はどうしよ

うとか。でも、それを完全にＩＴでデータを読み取ってコントロールで

きたら、非常に生産体制も変わっていく余地があると思いますし、まず

そういった方向に持っていく、誘っていくための補助制度も手厚いもの

が他の業種と比べるとあるので、若い人たちは結構そういうのを活用し

ていますよね。農協との関係が難しいんですが、農協も変わっていかざ

るを得ないので、これからはおそらく、系列の中で閉じ込めて、言うこ

とをきかないやつは締め出すというようなやり方は通用しなくなるので、

逆に農協を活用することによってプラスだなと、生産者から選ばれる立

場に、これから立たされるようになってくると思うので、今農協も随分

変わってきたなと思っています。 

   かつ、ＴＰＰの問題を後ろ向きに捉えるのか、前向きに捉えるかそれ
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ぞれなんですが、もう決まったことですから前向きに捉えるしかないと

いうので、農業が一番厳しいと言われているけれども、そこは、価格や

量では勝負できないので、品質、日本の一次産業というのは圧倒的な品

質を誇っていますし、信用があるので、やっぱり売れるんですよね。だ

から、しっかりとしたマーケティングに裏付けされた販売戦略を駆使し

ていけば、十分に勝負できるジャンルがあるので、そういうところを踏

まえて、今若い後継者が頑張ってくれているので、是非そのためにも若

い参入者、後継者が必要な段階に入ってきていると思っています。 

   それから国体の方は、ジュニアアスリートというのは、たまたまだっ

たんですけど、家でテレビのニュースを見ていたら、実はこれは福岡が

やっていたんですよ。４年位前に、テレビのニュースでちらっと見たん

ですよね。で、これいいなと思って、愛媛でもできないのかなというの

がそもそものきっかけだったんですけども、非常に短期間で、多分教育

委員会が福岡まで行って調査をしたんでしょう、しっかり仕上げてくれ

ましたので、大変心強く思っています。特に愛媛国体が来年あって、順

調に少年の部の選手たちが強くなってきている。各競技団体も、それか

ら僕らも必ず言うのは、国体が第一の目標だけども、３年後の東京オリ

ンピックも、種目によっては視野に入るんだというところで考えるべき

なのかなと思っています。 

   大事なのは、国体が終わったらああ終わったで済んでもらっては困る。

少なくともその３年後のオリンピックまでは視野に入れたスポーツ育成

というのを考えるべきなのではないかなと思っていますし、他の県は国

体がない県でも今からオリンピックの選手を作ろうということで取り組

み始めているところもたくさんあると思うんですね。それに負けないよ

うにするためには、せっかくいい時期に我々は国体を持っていますから、

相手がした以上の努力をすれば素晴らしい選手が育つ可能性が十分ある

んじゃないかなと思っていますので、その点を是非継続した取組が必要

ではないかなということを共有していただけたらいいんじゃないかと思

います。 

   他にいかがでしょうか。 

 （攝津教育委員） 一日一日春めいてまいりまして、卒業や入学も間近と

いうことで、サイクリングに適した気候になってまいりましたが、私の

方からは、振興方針２の安全安心な教育環境の整備というところの、ヘ

ルメットの着用についてお願い申し上げます。昨年７月より県立高校の

ヘルメット着用の義務化ということで、ニュースや新聞など多くのメデ

ィアにも取り上げられ、サイクリング愛媛とともにとても話題になって

おります。購入に際しましては県より多大なご支援を賜り、高校生を持

つ保護者の一員としてとてもうれしく思っております。先日２月６日に

は松山南高等学校の女子生徒が運転している自転車が自動車にはねられ

るという大事故が起こりました。子どもの通っている高校におきまして
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も、自転車の事故が起きておりまして、来年度からは、自転車通学生に

おきましては何らかの自転車保険に加入することが義務付けられており

ます。県内の私立学校においてもヘルメットの着用が広がって、子ども

たちの大切な命が守られますよう期待しております。来年度からは制

服・物品等に掛かる費用が値上がりするという学校も多く、保護者の負

担が増し、ますます子育ての環境が厳しくなっていくと思われておりま

す。引き続き、ヘルメットの着用が定着して、自転車通学のマナーの向

上に取り組むべく、ご支援をお願い申し上げたいと思います。よろしく

お願いします。 

 （中村知事） 学校のヘルメットについては、教育委員会がやるというこ

とで、積極的に取り組んでいただいたおかげで、県立高校は、ほぼ100

パーセントになりました。学校それぞれで是非生徒に伝えてほしいのは、

昨年１年間で自転車の死亡事故で17名亡くなっているんですよ。高校生

の自転車事故が６件で、今のところ全員助かっているんですよね。ヘル

メットというのがいかに重要か、身近な例で伝えるということを一斉に

やってほしいんです。だからヘルメットなんだと。命を守るためだとい

うことを浸透してほしいなと。それは身近な例で伝えるのが一番理解が

深まるんじゃないかなと思います。で、今回私立も、全校ではないんで

すが、大半の学校が前向きだということで予算化をする計画にしていま

すので、県立高校、私立高校を問わず、全額というわけではないんです

が、去年と同じ県の補助についてはキープをしていきたいと思っていま

す。ただ、もう１点言わせていただくと、大量に愛媛県は発注していま

すから、そのことによって、そもそもの原価、購入価格自体も安くなっ

ていますので、量を発注することで安くなる、さらに補助金が入るとい

うことで、ある意味では格安の値段になっているということはご理解い

ただきたいと思います。 

   他にございますか。 

 （関委員） ちょっと気になっていることが一つあって、昨年末くらいで

すか、テレビなどの報道で生活保護対象に準ずる程度の困窮している小

中学生の準要保護者に対する就学援助、これのニュースがあって、どの

くらいの所得までが援助支給の基準なのかということが、県内の市町に

よって最大200万円位の差があるという報道があったので、それはおか

しいんじゃないかという形で問題にして、ちょっと調べていただいたと

ころ、実際にはそれぞれの県なり市町の認定に基づく支給状況はあまり

変わっていないという状況だったので、課税所得だとか給与収入の金額

表示自体が独り歩きしているという問題があるということで、義務教育

の機会を保証するというのは、経済的理由というのは、そういうものも

きちっと行けるようにするというのが我々の責任だと思いますので、そ

ういうことからすると、対象になる人、また何かの事情で今後対象にな

る人が、よくそれを知ってもらうためにも、何かこれを周知することを
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やってほしいなと。 

 （中村知事） これはどうなんですか。あれは市町ごとなんですよね。 

 （井上教育長） ある年度までは国庫補助の対象になっていたんですけれ

ども、切られまして、それで、国庫補助の対象の基準について皆さんや

ってはいらっしゃるんですけれども、基準額が地域によって違ってきて

おります。おっしゃられたように、普及・啓発が、周知がまだ各市町に

よってばらばらになっているので、周知については、保護者の方に伝わ

るような形でやっていかなければと思っています。 

 （中村知事） 是非これは、皆さん全国の会に行かれる時もあるかもしれ

ませんが、文科省・厚労省、この２つが僕にとっては諸悪の根源で、予

算の関係ですよ。なぜかというと、こういう事業をやりましょうと、国

がお金を出します、やってくださいと。で、３年くらいやるんですよ。

３年たったら国は止めます、あとはそっちで自由にやってくださいと。

止められませんよ。今、例えば高校の教科書の無償化、あれも突然止め

たんです、国。低所得者対策だというので、国の補助制度で成り立って

いたのがもうやりませんと、切れますか、今。切れないんですよ。うち

は今、ＰＴＡから条件を付けて、県単独でやりますけども、その代わり

ＰＴＡとしても国に対して復活すべきじゃないかという行動を起こし続

けてくれと、それを条件に単年度単年度でやりましょうということにし

て、今何とか継続はしているんですが、今のも全く同じ案件ですよね。

そういうことがあるということを是非常に文科省に突き付けていただき

たいのと、もう一つは、よく学校のいろいろな施設などの改築に補助な

どがあるんですが、大体、例えば、国は２分の１出しますと言うんです

よ。これは厚労省もそうなんですけど、２分の１出しますと言ったら、

皆さんは２分の１出ていると思うんです。ところが、彼らは材料などの

単価を勝手に設定しているんです。だから、そもそも積算する金額が低

くなって、その２分の１しか出さないんです。現実には、実際掛かる工

事費はどんと大きいんです。だから、２分の１どころか４分の１くらい

しか出していないんです。でも、彼らは、実態に合わない単価を使って

金額をはじいて、はい２分の１ですと来るわけです。堂々と２分の１補

助制度ですと言っているから、それは違うじゃないか、現実はそんな金

額は全く来ていないんです。ですから、こういう問題点、基準単価とい

うのは実勢に沿って計算すべきだということを僕は言い続けているんで

すが、一向に改善されないのが厚労省と文科省と。これも是非皆さん情

報として共有しておいていただきたいと思います。 

   他に何かございますか。 

 （脇教育委員） 本年度から、県立学校においては、教職員が防災士資格

の取得に取り組んでおりまして、私も神戸の震災とか西日本の震災等の

報道を見ていて、皆さんもそうだと思うんですけど、どうしても学校、

特に体育館等の使用においても、これは子どもたちを守ることが一番大
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切なことなんですけど、地域の防災の要という観点からも、本当に大切

なことなので、先生方が中心になってというわけには、なかなか難しい

とは思うんですけれど、これをサポートできる体制がこれによってある

程度整うのではないかということを期待しておりまして、こういったこ

ともどんどん進めていただけたらと思います。 

 （中村知事） 防災士は、組織はそれぞれの職場でもいいし地域でもいい

んですが、やっぱりユニット単位のリーダーになっていいただけるとい

うことの期待があって、育成、資格取得の公費投入というのを決断した

んですが、非常に増えています。問題は、取ったら終わりになりかねな

いところがあるのがちょっと懸念すべき問題点で、それを回避するため

に、一般自主防災組織の中に誕生した防災士の皆さんは、県全体の会議

を設置して情報交換とか刺激をし合う場を作っているんですけども、学

校はどうなんですかね。 

 （井上教育長） 学校の方も、防災管理の責任者というのに大体防災士の

資格を取った人になってもらっているんですけども、そういう人たちの

研修会をやっていまして、その中で新しいこと、知見については研修す

るようにしています。 

 （中村知事） もう一点は、各学校に１人か２人いたら理想であるという

ふうに取っていく、で、翌年の人事異動で、資格取得者が異動しちゃっ

てゼロになったり、資格を持った人だらけの学校になったりということ

があるんじゃないかなと思うんですけど、そのあたりはどうなんですか

ね。 

 （井上教育長） 人事異動で配慮するというのはなかなか難しいとは思う

んですけれども、基本的には来年度予算で検討しておるんですけども、

また今年度２人ずつ養成しまして、来年についてもそれを増やそうと検

討しておりますので、ある程度各学校にいれば何人かは残るとか、ある

いはいなくなったところに研修に来てもらう、資格をとってもらうとい

う方法で、何とか各校に１人以上はいるという形にしたいと思います。 

 （中村知事） この件については、ばらつきの対策と、せっかく取得した

スキルが衰えないようにどうするのかということ、それから増やすこと、

３つの視点で考えてほしいなと思います。 

   他にいかがでしょうか。 

 （丹下教育委員） グローバル人材の育成というのが非常に課題になって

おりまして、その中でも語学力やコミュニケーション能力の育成という

のが一つの課題で、小学校では英語教育の導入、高等学校ではオールイ

ングリッシュの授業、そういったものを進めております。そのために、

例えば大学入試でもリスニング・ヒアリングの入試が課せられたり、平

成32年度から変わっていく可能性があると、また、企業においてもそう

いったことを踏まえたことが行われると。知事さんが先ほど台湾、ミャ

ンマーに行かれて、トップセールスをしていただきましたけれども、や
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はり地場産業でも語学力というのが必要なのかなと思っております。小

中高でいろいろな取組、英語のコンテスト等もやっておりますし、ＳＧ

Ｈを中心に外国に行く経験を生徒に積ませておりますけども、もっとも

っと外国に興味関心をもっていく必要があるのかなと思っております。

グローバル人材育成推進会議というのがありまして、平成24年に日本人

のＴＯＥＦＬの成績が出ておりまして、163か国中135位、アジア30か国

中27位という、非常にアジアの若者の中で英語が苦手な日本人なのかな

という気がしております。財政が非常に難しいですけども、ＡＬＴの数

も少ないのかな、あるいは英語教員の外国へ研修に行ける機会や期間が

少なくなってきたのかな、これはちょっと蛇足ですけども、英語教育の

充実を今後図っていく必要があるかなと思っております。 

 （中村知事） 英語で難しいのは、社会や数学と同等の科目として生徒が

受け止めている間というのはなかなか難しいですよね。逆に言えば、喋

る以前に国際理解教育であるとか、あるいは外国人とのコミュニケーシ

ョン、触れ合う機会であるとか、そういうことを通じて興味を持って、

こういうことをスムーズにするためには英語をしたいなという気持ちが

ちょっとでも芽生えると、一気に広まっていくものじゃないかなという

気がするんです。今はまだおそらく科目、義務、必修ということを強調

しすぎるのかなと、なんとなく吸収が遅くなってしまうような傾向があ

るのかなと思うので、ちょっとここら辺、教育現場のことなので何とも

言えないですけど、一般的に考えるとそんな観点から捉えておく必要が

出てきている気がします。 

   それからもう一つ、英語とは全然関係ないんですけど、最近感じるの

が、体系的にあるわけではないですが、情報教育というのは、現場って

どうなっているんですか。 

 （井上教育長） 情報教育といいますと、いわゆるパソコン関係の情報で

すか。 

 （中村知事） ハードの面ではなくて、スキルの面ではなくて、もう時代

が随分変わったんですね。ＩＴが進化する、インターネットが普及する、

スマホ等々が当たり前のように使われる時代になって、我々の頃から環

境が変わっていきまして、確かに利便性というのは格段に上昇したんだ

けども、その裏側にある歪みというのはあまり教育現場では捉えられて

いないような気もするんです。非常に今危険な状態にあって、例えば情

報のツールとそれからネットワーク環境が整ったことで、前は、マイナ

ス面、犯罪というと、自己主張とかそれから中傷誹謗とか、その程度だ

ったんです。今、それが今度は不正アクセスとかデータ入手とか、それ

を活用した詐欺事件とか、最近そういうどんどん膨らんでいるでしょ。

さらにもっと怖いのは、２年くらい前だったかな、イランの、これは極

端な話なんですけど、イランの原子炉遠心分離機がネットを駆使してア

クセスされて、外側からコントロールされちゃったんです。一歩間違え
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たら核爆発を起こすような大事件、スタックスネット事件というのがあ

ったんです。情報社会で、今言ったテロ、個人のレベルから犯罪に至り、

そしてテロに至るというくらい恐ろしいツールになって来ているので、

情報という観点での教育って、国がどう考えているのか分からないんで

すけど、危険性という側面からも教えていかないと、何か大変なことに

なるんじゃないかなという気がするので、そのあたりの議論というのは

教育現場というのはあるのかどうか。 

 （井上教育長） 情報モラル教育ということで、中学校においても高校に

おいても、その辺のところは教科の中でもあります。必須科目で。 

 （中村知事） あるの。カリキュラムに入っているの。 

 （井上教育長） 情報モラル。 

 （中村知事） あるんですか。 

 （井上教育長） 必須科目で。 

 （中村知事） 必須。科目名は何ですか。 

 （丹下委員） 情報です。 

 （中村知事） それを聞いて安心しました。 

 （事務局 義務教育課長） 中学校で言いますと技術家庭科、あるいは著

作権関係で音楽、道徳でもモラルをやっていまして、知事がおっしゃら

れたように、モラルの内容としましては、基本的な使用のルール、法律、

それからネットワーク上での責任と情報の危険性、トラブルに遭遇した

時の対処法、健康被害等々を今取り組んでおります。 

 （中村知事） それは安心しました。ちょっと１回、教科書みたいなのは

あるんですか。 

 （事務局 義務教育課長） 教科書はございませんが、それらの資料が。 

 （中村知事） 誰が教えるの。 

 （事務局 義務教育課長） 中心は技術の担当教員。 

 （中村知事） １回授業を受けてみようか。 

 （事務局 高校教育課長） 高校は情報の教科がございまして、総合学習

と一緒にできんたんですけども、指導主事も１人おります、情報で。教

科書もございますので。 

 （事務局 指導部長） 生徒指導の面からも、いろいろな形で保護者にフ

ィルタリングの普及の促進とか、保護者の啓発をしたり、それから文科

省などがやっていますイーネットキャラバンを利用して研修を行うなど、

生徒指導の面からの情報モラル、使い方もやっております。 

 （中村知事） ということは、ある程度文科省の方で小学校段階、中学校

段階、高校段階でカリキュラムができているわけですか。 

 （事務局 指導部長） それはできております。教科の面でもできており

ますし、それ以外の生徒指導の、ＳＮＳなどの対応についてもいろいろ

な形で研修を行っております。 

 （中村知事） はい、分かりました。 
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   時間もちょうど来たんですが、最後に何かありますでしょうか。 

 （脇教育委員） 何年か前からですけど、知事もご存じのように私の家で

は製茶をしておりまして、すごい山の中でやっておるんですけど、２、

３年前から、フランス、オーストラリア、中国、インドネシアなど、製

茶の時期ですけど、必ず週に何回か、見学に訪れていまして、私も落ち

こぼれだったんで、英語が苦手で、いつも息子を引っ張り出すんですけ

ど、今話された英語教育、やっぱりしっかり、せっかくおいでてくれた

人たちに喜んで帰っていただけるような、そんな取組を、英語の教育と

いうのは今から大事ですし、ぶっつけ本番でも度胸をもって喋れる積極

性、そういうのを持てるような教育を進めていってほしいと、私のよう

な落ちこぼれが救われるようにしてもらえたらと思います。 

 （中村知事） はい。それでは、長時間にわたりいろいろな意見をいただ

きましてありがとうございました。教育行政の進展に今後とも各般の御

協力をいただきますようにどうぞよろしくお願い申し上げまして、閉会

とさせていただきます。ありがとうございました。 

 (3) 閉 会（午後４時10分） 

 （事務局 副教育長） それでは、以上をもちまして第２回愛媛県総合教

育会議を閉会いたします。本日はありがとうございました。 

 


